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研究成果の概要（和文）：　本研究は、大規模災害時の被災者の生活再建過程を明らかにした。研究者と被災自
治体とのアクション・リサーチ研究によって、災害発生後の長期的生活再建過程を理論化し、マクロ指標や特定
の声ではないサイレント・マジョリティ（声なき声）としての被災者全体の生活再建状況や課題を可視化し、被
災者・被災地視点の「新しい東北」の復興工程の検証を行った。
　特に、復興庁、岩手県・宮城県・福島県という被災3県の協力によって大規模無作為抽出の質問紙調査を実施
し、阪神・淡路大震災等の過去の災害事例における生活再建過程との比較検討を行い、東日本大震災の復旧・復
興の現状と課題を明らかにし、生活再建過程の一般化を提案した。

研究成果の概要（英文）：　　This study clarified the life recovery process of the victims of the 
2011 Great East Japan Earthquake Disaster. We theorized the long-term life recovery process after 
the disaster by action research method with affected local governments. We visualized a voice of 
silent majority instead of using macro-indexes, and verified the recovery process of “New Tohoku
(affected)-area” from the perspective of disaster victims and afflicted areas.
　　In particular, we conducted a large-scale random sampling questionnaire survey with the 
cooperation of the Reconstruction Agency of Japan and affected prefecture (Iwate Prefecture, Miyagi 
Prefecture, and Fukushima Prefecture), and compared them with the life recovery process in past 
disaster cases such as the 1995 Hanshin-Awaji (Kobe) Earthquake Disaster. It examined and clarified 
the present conditions and problems of restoration and revival of the 2011 Earthquake, and proposed 
the generalization of the life recovery process.

研究分野： 防災心理学

キーワード： 生活再建過程　復旧・復興　災害過程　自然災害　危機管理　防災　地震　津波

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　大規模災害で被害・影響を受けた被災者が新しい日常を取り戻すためには、長期にわたる支援が必要になる。
効果的な支援を行うためには、過去の災害による被災者の生活再建過程を明らかにすることで、「どのタイミン
グでどの支援を行うのか」という長期計画を初めて立てることができる。
　本研究では、阪神・淡路大震災、中越地震、中越沖地震といった内陸直下型地震の研究成果を分析軸として、
海溝型地震である東日本大震災の被災者の生活再建過程を明らかにし、生活再建過程の一般性を明らかにした。
この成果は、来たる「南海トラフ地震・津波」「首都圏直下型地震」での被災者の生活再建支援の計画づくりの
根拠資料とすることができる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 東日本大震災から３年目を迎え、国・地方自治体を中心に、被災地に対する様々な復旧・復
興事業が行われ「ハードの整備」については計画も含め「新しい東北」をつくるための素地が
整いつつある。これらの復旧・復興の進捗を測る指標について多く活用されるものは、道路の
復旧率○○％、住宅の再建率○○％などといったマクロ指標が多いが、これは生活者をとりま
くハード環境の整備状況を表すものがほとんどで、必ずしも被災者の復興実感とは合致しない。
一方、マスコミなどが集中的に個別事例を取り上げることによって、あたかも少数事例が全体
を代表するような錯覚を引き起こす場合もある。 
 
２．研究の目的 
本研究は「生活再建過程学」の構築を目指すものである。研究者と被災自治体とのアクショ

ン・リサーチ研究によって、災害発生後 10 年を見据えた長期的生活再建過程を理論化し、マク
ロ指標や特定の声ではないサイレント・マジョリティ（声なき声）としての被災者全体の生活
再建状況や課題を可視化することで、生活者視点の「新しい東北」の復興工程の実証を行う。 

 
３．研究の方法 
本研究は、阪神・淡路大震災などの内陸直下型地震災害で実証された「災害後の被災社会の

4 つの時間軸」を分析軸として長期的生活再建過程の理論化をはかる。4 つの時間軸とは「災
害後 10 時間(災害当日)」「災害後 100 時間(災害後 2-4 日間)」「災害後 1000 時間(災害後 2 ヶ月
頃)」「災害後 10000 時間(災害後 1 年頃)」であり、それぞれの時間軸によって「失見当」「被災
地社会の成立」「災害ユートピア」「現実への帰還」「創造的復興」の 5 段階の被災者社会が展
開されることがわかっている。 
 これを被災自治体とのアクション・リサーチ研究によって、住民主体の草の根ワークショッ
プによる質的仮説導出型研究により生活再建課題の導出を行い、ランダム・サンプリング質問
紙調査による量的仮説検証型調査によって生活再建指標のモニタリングと検証を行う。またそ
の空間的な進捗状況の差異に対応した適切な生活再建支援のあり方について、被災自治体との
アクション・リサーチによって「次の一手」の復興施策を実際に被災地で展開することで、研
究成果を最大限に生かしながら次年度の質的調査・次々年度の量的調査で検証する。この実証
研究で内陸直下型・海溝型地震にとどまらず、また津波・原子力などの事態の被災者をも対象
とした包括的な「生活再建過程学」の確立を目指した。 
 
４．研究成果 
(1)復興庁、被災 3県(岩手県・宮城県・福島県)と共同して無作為抽出の質問紙調査を実施 
 本研究の成果は多岐にわたるが、最も大きな成果は、内陸直下型地震・海溝型地震等の既存
研究を整理した上で、東日本大震災での復興状況と比較検討をしながら、無作為抽出に基づく
量的社会調査実施のための設計・質問紙作成・サンプリング・実査を行ったことである。複数
県にまたがる超広域災害である東日本大震災からの５年間の生活復興のようすについて、被災
３県間(岩手県・宮城県・福島県)の比較、阪神・淡路大震災、新潟県中越地震、中越沖地震な
どの過去の災害との比較を通して、この５年間の復興の様子について科学的記述を試みた。 
 
(2) 東日本大震災から５年、未だ 4分の 1は被災者意識を持ち、半数以上が「地域経済は災害
前の水準に戻っていない」と回答 
 復旧・復興は、あるタイミングで一斉に成し遂げられるような「点」ではなく、時間経過に
よって少しずつ変化していく「線」のようなものである。そこで「復旧・復興カレンダー」と
いう分析手法で「時間が経過していくとともに生活が復興していくようす」を明らかにした。 
 図 1の横軸は時間経過、縦軸は「各時点まででそう感じた/そう思った」と回答した被災者の
累積の割合を表す。被災者インタビューで「生活復興の転換点となった」と多くの被災者が挙
げている 12 項目で測定をした。図 1の右端の数字が、震災から 5年時点で、各項目（①～⑫）
で「そう感じた/そう思った」と回答した人の割合である。74.6%が「被災者ではない」、43.3%
が「地域経済が戻った」と回答した。裏返せば、震災から 5年を経ても 4分の 1は被災者意識
を持ち、半数以上が地域経済が戻っていないと考えていることがわかった。さらに各項目（①
～⑫）について「そう感じた/そう思った」と回答した人が 50%を超えた時期を「その項目が達
成された時期」と定義をし、「生活再建過程」の実態を明らかにした。 
 まずは震災発生から数日が経過して「③不自由な暮らしが当分続くと覚悟した」「①被害の全
体像がつかめた」と回答する人が過半数となった。そして震災から 1ヶ月が過ぎると「④⑫仕
事や学校がもとに戻る」ようになり、震災から 3ヶ月が過ぎると「②もう安全だ」と思うよう
になった。 震災から半年が過ぎるころになると「⑤すまいの問題が最終的に解決した」 「⑥
家計への災害の影響がなくなった」 「⑦毎日の生活が落ち着いた」という項目が過半数となり、
衣食住・家計の問題が解決したり日常生活に落ち着きが見られるようになった。同じく「⑪地
域の道路がもとに戻った」「⑧地域の活動がもとに戻った」など地域のようすも日常に戻るよう
になった。 震災から 1年を迎えるころになると「⑨自分が被災者だと意識しなくなる」人が
過半数となった。震災から 5年が経過した時点でも「⑩地域経済が災害の影響を脱した」と感
じる人は過半数に届かず、地域経済の問題は依然として被災地に強く残っていた。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 東日本大震災の復旧・復興カレンダー 
 
(3) 被災地全体を比較すると東日本大震災の復興は、阪神・淡路大震災よりも早い 
東日本大震災と阪神・淡路大震災の生活復興を比べることで、東日本大震災の生活復興の進

み具合を検討した。震災 5年で復興が遅れている 3項目をみると、「⑥家計への震災の影響がな
くなった」（東日本 78.3%、阪神・淡路 70.0%、阪神・淡路を 100 とすると東日本 112）、 「⑨
自分が被災者だと意識しなくなった」 （東日本 74.6%、阪神・淡路 68.5%、阪神・淡路を 100
とすると東日本 109）、「⑩地域経済が災害の影響を脱した」 （東日本 43.3%、阪神・淡路 36.4%、
阪神・淡路を 100 とすると東日本 119）と、東日本大震災は阪神・淡路大震災よりも 1.1～1.2
倍の進みぐあいであった。阪神・淡路大震災は内陸型地震で狭い範囲に甚大な被害をもたらし
た。一方、東日本大震災は海溝型地震で広域に被害・影響が発生して、被災地によって被害・
影響の程度には差はあるが、東日本大震災の被災地全体として考えると、阪神・淡路大震災よ
りも被災者の生活復興は早く進んでいるといえる。 
 東日本大震災と阪神・淡路大震災では「各項目が 50%に到達する時期」では違いがあるもの
の「各項目が 50%に達する順番」については共通性が見られた。第一段階は「➂不自由な暮ら
しが当分続く」と覚悟し「➀被害の全体像」をつかむ段階、第二段階は「②もう安全」だと認
識して「④仕事」や「⑫地域の学校」がもとに戻る段階（阪神・淡路大震災では「仕事／学校
がもとにもどった」として質問）、第三段階は「⑦毎日の生活」が落ち着き「⑤すまいの問題」
が解決し「⑥家計への震災の影響」がなくなる段階、第四段階は「⑨自分が被災者だと意識し
なくなる」段階、第五段階は「⑩地域経済が災害の影響を脱する」段階である。 
 本結果は、新潟県中越地震、新潟県中越沖地震の調査でも同様の傾向が見られた。海溝型地
震災害と内陸型地震災害、大都市部と地方都市・中山間地等という、災害や地域の違いがある
ものの、災害から立ち直る被災者・被災地の生活復興過程には共通性が存在すると考えられる。 
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②木村 玲欧、災害心理・復興、地域安全学 夏の学校 2018（地域安全学会主催）（招待講演）、



2018. 
 
③木村 玲欧、熊本地震における被災者の心理・行動の実態と復興実感、気象庁地震火山部懇
話会（招待講演）、2017. 
 
④OHTOMO, S., KIMURA, R. and HIRATA, N., The influence of the Kumamoto earthquakes on 
public risk perception and trust toward authorities, JpGU-AGU Joint Meeting 2017（国
際学会）（コンビーナー）, 2017. 
 
⑤木村 玲欧・大友 章司・平田 直・田村 圭子・井ノ口 宗成・林 春男、社会調査によ
る災害知見・教訓によって、人々の災害イメージと「わがこと意識」を向上させる、JpGU-AGU 
Joint Meeting 2017（国際学会）（コンビーナー）, 2017. 
 
⑥INOGUCHI, M., and KIMURA, R., How to Generate a Common Concept of "Build Back Better", 
Global Forum on Science and Technology for Disaster Resilience 2017（招待講演）（国際
学会）, 2017. 
 
⑦木村 玲欧、社会調査によって復興を「見える化」する～兵庫県生活復興調査を端緒とする
復興過程の解明、神戸大学都市安全研究センターオープンゼミナール（招待講演）、2016. 
 
⑧木村 玲欧, 兵庫県生活復興調査のデジタルアーカイブ, 阪神・淡路大震災のデジタルアー
カイブ－今後の活用を考える－（Tell-net フォーラム 2015）（招待講演）, 2015. 
 
〔図書〕（計 4 件） 
①立木 茂雄、萌書房、災害と復興の社会学、2016、250 
 
②「レジリエンス社会」をつくる研究会（一ノ瀬 文明、井ノ口 宗成、植田 広樹、河田 博
昭、木村 誠、木村 玲欧、爰川 知宏、小阪 尚子、鈴木 進吾、立木 茂雄、田中 淳、
種茂 文之、田村 圭子、仁佐瀬 剛美、林 勲男、林 春男、平田 直、前田 裕二、三谷 
泰浩、渡辺 研司）、日経 BP コンサルティング、しなやかな社会の挑戦～CBERN・サイバー攻撃・
自然災害に立ち向かう、2016、232 
 
③田村 圭子（編著）、日経 BPコンサルティング、ワークショップでつくる防災戦略、2015、
280 
 
④木村 玲欧、災害・防災の心理学～教訓を未来につなぐ防災教育の最前線、2015、244 
 
〔産業財産権〕 
○出願状況（計 0 件） 
○取得状況（計 0 件） 
 
〔その他〕 
ホームページ「復興の教科書」 
https://forr.cc.niigata-u.ac.jp/fukko/ 
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